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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　いよいよ、安倍プーチン山口会談へ、トランプ勝利でどうなるか
いよいよ今年もあと１カ月を切った。2016年と言う年は、トランプの大統領当選やイギリスのEUからの離脱といったサプライズの連続で、国際社会が大きく大転換し始めていることを痛感させてくれる。と同時に、日本の立ち位置をもう一度振り返り、これからの日米関係はこれまでのように「対米追随」路線で良いのか、15日に山口県で開催されるプーチン安倍会談ではどのような議論が展開されるのか、経済・軍事大国中国との関係はどのように展開させていくべきなのか、まことに国際関係のあり方を巡って大きな問題に直面しているようだ。
下斗米法政大教授のインタビュー記事、ロシアでの国際会議に出席、プーチンの国際情勢認識の変化から領土問題を展望
そうした観点から、様々な情報に接しているなかで注目したのが、朝日新聞3日付の下斗米法政大学教授のインタビュー記事であった。教授は今年2回に亘ってロシアに出向き、プーチン大統領も出席した国際会議に参加、最初は10月末の「バルダイ討論会」、次いで11月末のプリマコフ元首相の冠のついた国際会議であった。つまり、クリントンが大統領になると思われていた時と、トランプが大統領になることが決まった事を受けて、ロシアのプーチン大統領の国際関係の認識が大きく変わったことを踏まえて、日ロ関係とりわけ北方領土の返還問題についての展望を語られている。北方領土問題について、安倍総理とプーチンの間で解決できなければ、今後20年待ってもチャンスは廻って来ないだろう、と明言されており、一定の前進に向けて進み始めることに期待を寄せておられる。正にチャンス到来なのだ、との見立てである。

領土問題への言及にも関心があるのだが、それ以上にトランプ大統領誕生と言う事態をプーチン大統領がどのように受け止め、今後のロシアとアメリカ、中国の3か国が国際社会でどのような役割を果たすのか、という事について注目が集まったようだ。その点について下斗米教授は、ロシアにとってトランプに変われば、これまでのソ連崩壊以降、西側陣営でとられてきた対ロシアに対する「新冷戦的状況」を転換させる可能性があると見ており、シリア問題やウクライナ問題、ロシアに対する経済制裁がどうなるのか、それこそ固唾を飲んで見守っている状況にあると見ている。それだけに、安倍総理がいち早くトランプ氏と会談したことが、プーチン大統領にとっても情報としての価値を高める可能性を持っているようだ。

下斗米教授、アングロサクソン・モデルから日本外交の大転換を
インタビューの最後に、下斗米氏は「今年起きた英国のEU離脱と米国のトランプ氏当選という出来事は、これまで150年にわたって、日本がモデルとしてきたアングロサクソン、英国と米国がもうモデルにならないという事を示しています」と断言している。数世紀に一度と言う転換期を迎えている今、あらゆる知恵を絞って領土交渉の解決を目指さなければならない、と訴えておられる。まさに同感であり、15日の山口県における安倍プーチン階段の行方とともに、日本外交の視座の転換が出来るのかどうか、問われている。
ビール税制、改正まで10年もかけ過ぎ、ビールの定義を改悪へ
年末の税制改正も最終盤を迎え、配偶者控除も全く改革の名前に値しないものとなってしまったことは、前号でも触れたとおりである。女性の労働への参加を促進するどころか、それを阻害するこうした税制や社会保障制度については、是非とも取り除いていく必要があることは言うまでもない。さらに、ビール税制は、ビール・発泡酒・第三のビールと三段階に分かれていた税率を、10年かけて統一していく事になったようだ。10年と言う年月は、余りにも長く、何時こうした改革が頓挫してしまうのか、消費税率の引き上げを見ていても心もとなく感ずるのは、果たして小生だけだろうか。

　驚いたことは、今度の税制改正のとりまとめの中で、ビールの定義が変えられたことである。これまでは「麦芽比率67%以上」であったものが、「麦芽比率50%以上」へと引き下げられてしまったのである。そして、この改正は2018年度から実施されるわけで、税率の統一の前に本物のビールの品質を下げてしまいかねない。ビール表示の悪化だけが先行して進められるわけで、何のために今回の改正が進められるのか、ますます曖昧になってしまうのではないか。むしろ、麦芽比率を100%にしなければだめだ、と言うぐらい厳しいものにしていかなければいけないと思うのだが、どうであろうか。ビール業界に対する発泡酒や第三のビールづくりへの配慮が働いているように思えてならない。

ふるさと納税は、即刻廃止すべきである。
税の世界で是非とも警鐘を乱打したいのが「ふるさと納税」であり、是非とも廃止をすべきことを主張したい。たしかに、この「ふるさと納税」制度を使って、自分たちの街づくりに生かしていく事を全く否定しているわけではない。今進んでいるふるさと納税制度には、そうした善意で活用しようとする以上に深刻な問題を孕んでいるのだ。と同時に、この制度は安倍第一次政権時代に当時の菅総務大臣によって創設されたもので、当初は税制の優遇措置もそれほど大きくなく、あまり利用もされていなかったのだが、第2次安倍政権以降に税制優遇措置の中身が利用者にとって魅力が高められ、ふるさと納税を受け取った自治体側が「返礼品」として納税額の50%以上の価値ある特産品(海産物や農産物などの特産品や中には商品券まで広げた市町村もある)にまで拡大し始めるや、利用者数が拡大してきた。それに応じ、ふるさと納税のインターネット上でのサイトも立ち上がり、各自治体の返礼品競争が激化し始めている。
2千円の負担で，高価な返礼品が色とりどり、簡便な手続きで
今、総務省のホームページによると、年収700万円の給与所得者で扶養家族が配偶者のみの人が、自治体に3万円を寄付すると、本来その人が住所地の自治体に納めるべき住民税などが2万8千円控除され、より所得の高い人が10万円寄付すると9万8千円、20万円なら19万8千円がそれぞれ控除されるのだ。つまり、2千円の負担で寄付できるわけで、殆どが寄付控除で戻ってくる。この種寄付控除につきものの面倒な税還付手続きも、至って簡便に出来るようになっており、この時期にはどの自治体に寄付しようかと考えている納税者が多くなっている。
というのも、先に述べた返礼品が極めて魅力のある品揃えが進められており、寄付した額の半額近くに及ぶ高額な品物であったとしても、寄付を受けた自治体にとって税収は増え、寄付したものにとっても2千円の負担で海産物や農産物など、豪華な返礼品が入ってくるわけで、なんともおいしい話になっていて、今やふるさと納税は隠れたブームになりつつあるのだ。

過去の実績を見ると、導入時点の2008年度は寄付者総数3万人、寄付総額73億円、控除額19億円だったものが、2014年度には跳ね上がり、寄付者総数44万人、寄付金総額341億円、税控除額184億円に達している。おそらく、2015年度や16年度は、未だ統計が確定できていないのだが、さらに増加しているものと見られている。

寄付した人の居住地の住民税が減って、その分返礼品競争で寄付者と寄付を受けた自治体が潤う仕組み、何かおかしい
でも、こんなおいしい話は裏があるわけで、なによりも寄付した人の居住地の自治体、とりわけ大都市部では税の減収が進んでいく。寄付した人とそれを受け容れた自治体が浮かれていられるのは、この減収分を食い潰しているおかげなのだ。こんな制度が長続きするはずはないのだが、残念ながら今や自治体間の返礼品競争が激化し、ふるさと納税を奪い合う自治体間の競争に拍車がかかっている。
問題は、こうした不毛な競争に駆り立てる仕組みを作った国の責任であり、来年度の税制改正で即刻廃止すべきである。だが、この制度を発案した菅官房長官が官邸でどっしりと構えている限り、今の自民党の税制改正を担当している税制調査会の幹部と言えども、おそらく何も言えないまま見て見ぬふりをするのが関の山だろう。地方税を担当している総務省も、人事を握っている官邸に対して異議を唱えることは困難であろう。となれば、今こそ、民進党の出番なのであるが、残念ながらふるさと納税に対する厳しい指摘を聞いたことがない。マスコミも、一時は批判的な論調が出ていたのだが、その後あまり厳しい批判が展開されていないようだ。是非とも国会の予算論議や税制改正論議の中で、ふるさと納税に対する厳しい批判を全面展開して欲しいものだ。
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